
インドネシア現地法人

経営の原点

1Youtube Web Seminar

https://www.youtube.com/watch?v=F_7K4YguVh8


自己紹介
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1975/4～1981/6 ヤマハ㈱入社 インドネシア工場立上支援分野配属

1981/6～1987/3 インドネシア工場生産課長 電子鍵盤楽器の組立生産

1987/3～1995/7 インドネシア工場長 電子楽器、ピアノ、ギターの輸出拠点化

1995/7～2005/3 帰国、インドネシアを普及品の生産拠点化するプロジェクト

2005/3～現在 ヤマハ退職、インドネシア進出サポートコンサルタントvsして独立

  インドネシア語翻訳通訳

静岡大学客員教授、専修大学客員講師

独立行政法人日本貿易振興機構(JETRO)専門家

独立行政法人 中小企業基盤整備機構アドバイザー

一般社団法人海外事業支援センター(OBAC)アドバイザー

一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS）講師

一般社団法人日本インドネシアビジネス協会(ABJI)理事

などを経歴し、これまでのインドネシア進出支援企業数は約100社
インドネシアと
の関わりも52年
になりました



セミナー要旨
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• これまでにインドネシアでの事業展開に関する、様々な提案や知見を
テーマにしたセミナーを公開し、その数は300件を超えました。

• これらは進出前の検討から、進出の際の手続き、進出後の事業展開
の進め方、そして撤退まで、あらゆる要因について述べて来ました。

• 今回、300件を超えたタイミングにおいて、もう一度インドネシア現地法
人経営について、原点に立ち返り考えてみたいと思いました。

• 特に、私の持論である、日本人駐在員の究極の使命は、自身の代わ
りとなり得るインドネシア人経営者を育成することである、との命題を
前提にこのセミナーを企画しました。

• インドネシアで事業展開する日本企業が、利益追求だけでなく、人材
育成にも貢献出来るよう願っております。

https://hmkt.jp/category21/
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1. 事業戦略と長期事業計画
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 顧客からの注文に応えるための生産活動に追われるだけの、奴隷の様な毎日を送ってい
ませんか？

 更に悲惨な場合は、注文数量の達成だけで頭が一杯になり、損益がどうなっているのかを
忘れていませんか？

 現地法人の規模には関係なく、インドネシアにおいてどんな仕事をするのか、5W1Hで誰で

も理解できる文章で、必要であれば図を使い、事業戦略として関係者に伝えて理解してもら
うことが大事です。

 この事業戦略を例えば5ヵ年事業計画として、財務諸表の形で数値に落とし込むことで、年
次、月次などの特定期間での活動目標が現実的なものとなります。

 これは譬えとして、日本から米国へ太平洋を航行する際の、航路を事前に
計画するようなものです。

 冒頭に述べられた奴隷の様な仕事は、航路も知らずにひたすら櫓を漕ぐ
ようなもので、無謀としか言いようがありません。

 仕事の奴隷にならないために、事業戦略と長期事業計画が必要なのです。

https://www.hmkt.jp/187_senryaku.pdf
https://www.hmkt.jp/56_chukikeikaku.pdf


 事業をゼロから立ち上げたオーナー社長には、事業の全体像が隅々まで鮮明に見えるも
のです。

 日本国内での事業展開であれば、日本人の部下達はその全体像を、色々な形で読み取ろ
うと努力しますから、事業のベクトルが大きくズレることは少ないでしょう。

 しかし、言葉、文化、習慣、価値観などの異なるインドネシアにおいて、それを期待すること
は危険です。

 それを解決する手段として、仕事を可視化して、全体像とその中にある課題を共有すること
が必要とされます。

 可視化する際の原則は、全ての仕事を重複せず漏れの無い、いわゆるMutually Exclusive 
Collectively Exhaustiveと言うMECEの基本概念で、階層化された一連のプロセスに分解する
ことです。

 この形をゼロから独自に考えるのは大変ですから、
世間一般で良く使われる、バリューチェーンプロセスや
サプライチェーンプロセスの表現手法を活用すれば良いで
しょう。

 何事も『百聞は一見に如かず』です。

2. 仕事の可視化による課題の共有
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https://www.hmkt.jp/103_valuechain.pdf
https://www.hmkt.jp/22_sckaizen.pdf


 経営の要素は人・物・金であり、それらを管理するのが経営者の仕事であると言われます。

 ではどのように管理するのでしょうか？

 計画を立て（Plan）、その計画を実践し（Do）、その成果を評価し（Check）、計画と実績の差異
を埋める対策を実施する（Action）、と言うPDCAサイクルを回すだけです。

 PDCAサイクルには分野別に、人に関するもの（人事管理、労務管理、人材育成など）、物に

関するもの（製品開発、部材調達、生産、受注出荷、営業、市場開拓など）、そして金に関す
るもの（売上、費用、損益、原価、貸借残高、資金繰など）があります。

 また、サイクルを回す期間により、年次予実績、月次予実績、週次予実績、そして日次予実
績に細分化され、業種によっては時間単位の予実績管理を行っている場合があります。

 管理ツールは事業規模に応じてERP、パッケージソフト、スプレッドシートなどを選択して活

用すれば良いのですが、大事なことはこれら大小、長短のサイクルが、あたかも装置に組
み込まれた歯車の様に、同期が取られて連携していることです。

 これら各歯車の大本になるのが、第1項で述べた長期事業計画であることは言うまでもあり
ません。

3. 経営はPDCAサイクルの管理
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 需要予測が常に100％の確率で当たるのであれば、その予測の通りに材料を調達し、製品
を作ることで、市場からの要求に応えられるので、在庫は不要となります。

 逆に需要予測の精度が非常に低くても、材料調達、生産、配送が100％の確率で自在に対
応出来るのであれば、在庫は不要となります。

 しかし現実には、100％の需要予測は無く、100％対応の供給自在能力もありません。

 その結果、材料在庫、仕掛在庫、製品在庫が、需要と供給のギャップの緩衝材として必要と
なります。

 これから言えることは、在庫の適正値を見極める工夫と努力は必要ですが、在庫は悪であ
るからゼロを目指すとか、少ない方が良いとなどとするのは愚の骨頂です。

 以前は日本の企業は在庫削減を企業目標にするところが多かったのですが、阪神淡路大
震災や東日本大震災の際に、資材供給のサプライチェーンが分断され、在庫は自然災害
に対するリスク回避策としても重要であることを再認識しました。

 日本の5倍の領域に17,000の島々が点在するインドネシアにおいて、在庫の役割は更に大
きな意味を持つと言えます。

4. 在庫は需要と供給の緩衝材
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 『良い物を安く早く』、あるいは『安かろう悪かろう』、と言う考え方が日本では長い間語られ
て来ました。

 これらは日本の高度経済成長期には大いに役立った考え方であったと思いますが、時代や
国を超えた、普遍的なものではないことに気を付けなくてはなりません。

 2024年のインドネシアの1人当たり購買力平価GNIはUSD16,010で、日本のUSD55,120の約
1/3で、ジャカルタの最低賃金は東京の約1/4です。

 しかし、貧富の格差の大きいインドネシアにおいては、どの客層を狙うのかによって、価格
設定は大きく変わって来ます。

 インドネシア人にとっての品質の基盤は重厚長大で、日本人にとっての基盤は軽薄短小で
す。

 納期は短ければ良いと言うものではなく、長くても問題にならない場合もあります。

 また、納期について忘れてはならない要素として、需要変更に対する迅速な応答や、柔軟
な対応が問われることです。

5. 価格・品質・納期の正しい理解
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 安定性、収益性、生産性などの一般的な経営指標の他に、サプライチェーン・マネジメント
のレベルを評価するためのメトリクスと呼ばれる指標があります。

 経営管理は計画を達成することであると前項で述べましたが、競合他社と比べての優劣は
どうなのか、業種に関係なく優良企業との優劣はどうなのか、客観的に、定量的に、そして
冷徹に自己評価することも大事です。

 そして、これらの評価結果から、次期の5ヵ年事業計画の目標を設定することも、企業の成
長のために必要なことです。

 このような比較作業はベンチマーキングと呼ばれますが、比較対象をどこにするのか、どの
ようにして『ベンチマーク』と呼ばれるデータを入手するのかで、多くの場合は行き詰まってし
まいます。

 先ずは社内やグルーブ会社内で、部門単位で試して見て、要領が分かって来たところで協
力企業や取引先企業に協力を要請して、その範囲を広げて行けば良いと思います。

 上場企業は通常は、年度決算の財務諸表をネット上に公開しているので、それを参考にす
ることも出来ます。

6. ベンチマーキングによる自己診断
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https://www.hmkt.jp/191_kpi.pdf
https://www.hmkt.jp/22_sckaizen.pdf


 リスク管理とは、①どのようなリスクが潜んでいるのかを特定する、②それらのリスクによる
被害や影響を評価する、そして③リスクを回避するか影響を軽減するための対策を事前に
実施することです。

 これに対して危機対応とは、実際にリスクが発生して危機的な状態に晒された際に、どのよ
うに対応するのかを意味します。

 譬えて言えば、前者は普段の防火活動であり、後者は消火活動です。

 インドネシアで事業展開する外資企業にとっての三大リスクは、①税務問題、②法律対応、
③労働組合であると考えています。

 税務問題のリスク管理としては、公認会計士や税理と契約し連携を密にし、危機対応として
は、税務調査に入られることを念頭に、経理・税務データのバックアップを徹底しておくこと
です。

 法律対応のリスク管理としては、法律事務所と契約し連携を密にし、危機対応としては、重
要な許認可書類の保管を一元化し、調査機関からの提出要請に迅速に対応出来るように
しておくことです。

 労働組合のリスク管理としては、通常から組合とのコミュニケーションを図り、危機対応とし
ては、法律事務所と契約し連携を密にしておくことです。

7. リスク管理と危機対応
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https://www.hmkt.jp/45_risk.pdf


 人・物・金は経営の三要素と言われますが、これは奇しくも優先順位も示しています。

 一番目に来るのは『人』で、これはすなわち必要な人材の確保、そして活用や育成のことで、
特に製造業においては技術や技能を伝達する基盤となりますが、残念なことに日本は平成
以降、この基盤を放棄する方向に変わってしまいました。

 二番目に来るのは『物』で、これはすなわち製品やサービスのことで、市場が要求するもの
を開発し商品化して、適正な価格で顧客に提供することです。また、そられ一連の活動のイ
ンフラとなる施設、設備、機械なども含まれます。

 三番目に来るのは『金』で、事業を始めるための資金確保から始まり、事業活動を通じて利
益を生み出し、投じられた資金を回収し、更には事業拡大のための新たな資金を生み出す
ことを意味します。

 間違えてはいけないこととして、『金』のために『人』と『物』を活用するのではなく、『人』が居
て『物』を生み出し、その結果として『金』が付いて来ると言うことです。

 逆の言い方をすると、 『人』と『物』が適切に活用されているかどうかは、『金』の結果を見れ
ば一目瞭然と言うことです。

8. 人・物・金の優先順位
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 インドネシア現地法人の設立、工場建設、新商品開発などは全てプロジェクトとして捉えら
れます。

 全てのプロジェクトはスコープ、スケジュール、コスト、品質、リソース、コミュニケーション、リ
スク、調達、そしてステークホルダーなどを管理する必要があります。

 そして、これら全ての管理においては、5W1H（事案、目的、責任者、期限、関連部門/場所、
手段）を明確にしておかなくてはなりません。

 特にインドネシアにおいては時間に対する意識が寛容なので、スケジュールならびに期限
については、月単位や週単位ではなく、少なくとも日単位で、出来れば時刻を指定するくら
いの厳しさで臨むことが大事です。

 全ての要因は電子データとして可視化され、関係者全員がオンラインで、進捗状況や更新
内容を共有出来るように工夫することは言うまでもありません。

 プロジェクトリーダーは、これらの情報を基に、関係者による作業の進捗を管理し、同期させ
る責任があります。

9. 5W1Hでのプロジェクト管理
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https://www.hmkt.jp/118_pmbok.pdf


 2項では仕事を可視化することが重要であると述べました。

 仕事をシステム化する場合やSOP（Standard Operating Procedures）を作成する場合に、組
織や担当者をベースに業務を標準化するのは愚かな事です。

 何故なら、組織や担当者は随時変化するからで、それをベースに標準化するのは、全くの
徒労に終わってしまいます。

 しかし、国、言語、業種、事業規模などに関係しない、普遍的な業務プロセスが存在し、そ
れをベースに標準化するのであれば、それは半永久的に標準として使えます。

 これを実現したものがSupply-Chain Operating Reference、略してSCORモデルと呼ばれるもの

で、企業の主体業務である調達・生産・納入を、完全で普遍的なサプライチェーンプロセス
で定義し、可視化するために開発されたものです。

 仕事の流れを普遍的なプロセスで考える習慣が身に付くと、自社内の仕事のだけでなく、取
引先や競合の仕事の流れも見えるようになります。

 このことは経営者の思考方法の大前提であると確信しています。

10.プロセスベースでの業務標準化
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https://www.hmkt.jp/SCOR_JP.pdf


最新のインドネシア情報はこちらから
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インドネシア進出サポート公式サイト
インドネシア進出準備から撤退までの要点を簡潔にまとめたGoogleトップランキングサ
イトで、毎月1日発行のメルマガのバックナンバーも掲載しています。

インドネシア最新情報ブログ
日本の普通のメディアでは報じられない情報を、独自のコメント付きで紹介しています。

インドネシア進出サポートウエブセミナー
公式サイトに掲載されたセミナースライドを、音声解説付きでYoutube上にアップロード
しており、インドネシア週刊ニュースダイジェストも毎週月曜日に発信しています。

インドネシア進出ハンドブック
インドネシアでの事業展開に必要な知見と手続きを網羅したもので、随時更新されて
います。

愛する二つの祖国である、日本とインドネシアの発展のため、
全てのコンテンツは無料で公開しております

https://www.hmkt.jp/
https://per-inc.com/blog/
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
https://www.hmkt.jp/handbook4.2.pdf
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ご清聴ありがとうございました
ここからは質疑応答です
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